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議案第 39 号 

 

令和７年度十日町市国民健康保険診療所特別会計予算 

 

 

  令和７年度十日町市の国民健康保険診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

  (歳入歳出予算) 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 192,000千円と定める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第１表 歳入歳出予算｣による。 

 

（一時借入金） 

第２条  地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の

借入れの最高額は、100,000千円と定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月 ４日提出  十 日 町 市 長  関 口 芳 史   

 

令和７年３月  日議決  十日町市議会議長  鈴 木 一 郎   
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1 78,180

1 外来収入 70,880

2 その他の診療収入 7,300

2 60

1 負担金 60

3 904

1 使用料 345

2 手数料 559

4 86,732

1 事業勘定繰入金 86,732

5 25,400

1 繰越金 25,400

6 724

1 雑入 724

192,000歳　　入　　合　　計

診療収入

分担金及び負担金

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項
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1 165,004

1 総務管理費 165,004

2 23,121

1 医業費 23,121

3 2,757

1 公債費 2,757

4 1,118

1 予備費 1,118

192,000

医業費

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費
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１　総　　括

（歳　　入）

1 診療収入 78,180 85,480 △7,300

2 分担金及び負担金 60 60 0

3 使用料及び手数料 904 904 0

4 繰入金 86,732 79,054 7,678

5 繰越金 25,400 28,800 △3,400

6 諸収入 724 502 222

市債 0 146,200 △146,200

192,000 341,000 △149,000歳　　入　　合　　計

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円
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1　一　般　職

（１）総　括

本年度 33,257 34,413 39,291 106,961 10,399

職員数
合　計

117,360

一般職（人）

63

給与費明細書

（単位：千円）

区　分 共済費
給　料 職員手当 計

給　　　　与　　　　費

報　酬

422

（職員手当の内訳）
（単位：千円）

2,798 2,461 6,911

31,615 36,830 100,050 9,977前年度

比　較 7,3331,652

31,605 110,02767

△ 4

夜間勤務手当 特殊勤務手当

本年度 1,458 2,225 1,006 30

区　　分 扶養手当 住居手当 管理職手当 時間外勤務手当 休日勤務手当

比　較 126 24

前年度 1,332 2,201 1,006 30

寒冷地手当 通勤手当

本年度 360 3,502 9,794 8,083 420 2,414

区　　分
管理職員特
別勤務手当

単身赴任手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

前年度 9,975

341 2,363

比　較 48 1,107 1,002 79 51

前年度 360 3,454 8,687 7,081

本年度 9,999 39,291

区　　分 宿日直手当
初任給調整

手当
退職手当 合計

24 2,461

36,830

比　較

国民健康保険

診療所特別会計

国民健康保険診療所特別会計
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ア  会計年度任用職員以外の職員

本年度

一般職（人）

6

区　分 共済費
給　料 職員手当 計

（職員手当の内訳）
（単位：千円）

区　　分 扶養手当 住居手当 管理職手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 特殊勤務手当

本年度 1,458 2,225 100 30

比　較 126 24

前年度 1,332 2,201 100 30

寒冷地手当 通勤手当

本年度 360 3,502 8,753 7,307 420 470

区　　分
管理職員特
別勤務手当

単身赴任手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

48 1,019 873 79 △ 62

前年度 7,734 6,434

本年度 34,624

2,13124

79,436

合　計

34,624 69,037

422

31,615 32,493 64,108

2,798 2,131 4,929

9,977

34,413 10,399

前年度

比　較

前年度 9,975 32,493

比　較

74,085

5,351

360 3,454

9,999

職員数

（単位：千円）

区　　分 宿日直手当
初任給調整

手当
退職手当 合計

341 532

比　較

6

報　酬

給　　　　与　　　　費

国民健康保険診療所特別会計
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イ  会計年度任用職員

区　　分 扶養手当 住居手当 管理職手当 時間外勤務手当 休日勤務手当

1,982

夜間勤務手当

57

61

4,667 37,924

特殊勤務手当

（職員手当の内訳）
（単位：千円）

職員手当 計
合　計

職員数

33,257

31,605

1,652 1,982

35,942

37,924

4,337 35,942

330△ 4

前年度 906

本年度 906

比　較

953 647

通勤手当

本年度 1,041 776 1,944

区　　分
管理職員特
別勤務手当

単身赴任手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

比　較 330

本年度 4,667

区　　分 宿日直手当
初任給調整

手当
退職手当 合計

前年度 4,337

1,831

比　較 88 129 113

前年度

本年度

前年度

比　較

（単位：千円）

区　分
給　　　　与　　　　費

報　酬
共済費

給　料一般職（人）

国民健康保険診療所特別会計
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（２）給料及び手当の増減額の明細

区
分

増減額
(千円)

給与改定に伴う増減

　給料の改定率 1.43 　％

　給与の改定実施時期

昇給に伴う増加

　平均昇給率 0.63 　％

(昇給期) (職員数)

　昇給期別職員数 １月 5 人

人事異動等に伴う増減

　本年度 6 ( 57 ) 人

　前年度 6 ( 61 ) 人

　増　減 0 ( △4 ) 人

668 千円

人事異動等に伴う増減

　扶養手当 42 千円

　住居手当 0 千円

　管理職手当 24 千円

　時間外勤務手当 0 千円

　休日勤務手当 0 千円

　夜間勤務手当 0 千円

　特殊勤務手当 0 千円

　管理職員特別勤務手当 0 千円

　単身赴任手当 0 千円

　地域手当 48 千円

　期末手当 836 千円

　勤勉手当 751 千円

　寒冷地手当 41 千円

　通勤手当 51 千円

　宿日直手当 0 千円

　初任給調整手当 0 千円

　退職手当 0 千円

※（　）内は、短時間勤務職員

（３）　給料及び手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

令和５年12月１日現在

平均給料月額(円) 389,700

平均給与月額(円) 431,900

平均年齢(歳) 60.5

787,850 335,150

1,472,425 353,250

52.7 51.6

300,100

1,487,260 321,800

53.7 44.0

増減事由別内訳
(千円)

説　　　　明

給
料

2,798

給与改定に伴う増減分 482

令和６年４月１日

昇給に伴う増加分 143

その他の増減分 2,173

手
　
当

2,461

制度改正に伴う増減分 668

その他の増減分 1,793

区　　　　分 医療職（１）

平均給与月額(円)

扶養手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当、初任給調整手当の増減

医療職（２）一般行政職

令和６年12月１日現在

平均給料月額(円)

平均年齢(歳)

395,000

443,500

58.5

797,550

国民健康保険診療所特別会計
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　イ　初任給

　ウ　級別職員数

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

１級 0.0 0 0 0.0
２級 0.0 0 1 50.0 0.0
３級 0.0 0 1 50.0 0.0
４級 0.0 2 100.0 0 0.0
５級 1 100.0 0 0 0.0
６級 0.0 0 0 0.0
７級 0.0 0 0 0.0
計 1 100.0 2 100.0 2 100.0 0 0.0
１級 0.0 0.0 0.0 0.0
２級 0.0 0.0 0.0 0.0
３級 0.0 0.0 1 50.0 0.0
４級 0.0 2 100.0 1 50.0 0.0
５級 1 100.0 0.0 0.0 0.0
６級 0.0 0.0 0.0 0.0
７級 0.0 0.0 0.0 0.0
計 1 100.0 2 100.0 2 100.0 0 0.0

（級別の標準的な職務内容）

級

１級

２級

３級

４級

５級

６級

７級

１級

２級

３級

４級

１級

２級

３級

４級

医療職（１）

医療職（２）

291,400

医師又は歯科医師（以下「意思等」という）の職務

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う医師等の職務

診療所長の職務

高度の知識及び経験に基づき、重要かつ困難な業務を所掌する診療所長の職務

準看護師又は歯科助手（以下「準看護師等」という）の職務

１　看護師又は歯科衛生士（以下「看護師等」という）の職務
２　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う准看護師等の職務

１　主査又は主任の職務
２　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う看護師等の職務

１　係長又は師長若しくは士長の職務
２　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主査の職務

同じ

医療職（１）(円) 医療職（２）（円）

207,700

医療職（１）（円）
区　　　分

国の制度

医療職（３）（円）

同じ

区　分

高　校　卒

大　学　卒

級
行政職給料表（１） 医療職給料表（１） 医療職給料表（２） 医師、参与

令和６年
12月１日現在

令和５年
12月１日現在

区　　分 標準的な職務内容

一般行政職

主事、技師、保育士、保健師、臨床心理士、理学療法士、管理栄養士、作業療法士、栄養士又
は社会福祉士（以下「主事等」という。）の職務

高度の知識又は経験に基づき、困難な業務を行う主事等の職務

１　主任の職務
２　係長、館長補佐又は主査（以下「係長等」という。）の職務
３　副園長の職務

１　課長補佐、副参事、副館長、指導主事又は委員会等の事務局の次長（以下「課長補佐
　 等」という。）の職務
２　保育園長の職務
３　高度の知識及び経験に基づき、困難な業務を行う係長等の職務
４　高度の知識及び経験に基づき、困難な業務を行う副園長の職務

１　支所長の職務
２　課長、参事、室長、指導管理主事、センター長、会計管理者又は委員会等の事務
　 局の長（以下「課長等」という。）の職務
３　高度の知識及び経験に基づき、困難な業務を所掌する保育園長の職務
４　高度の知識及び経験に基づき、困難な業務を行う課長補佐等の職務

１　部長、技監又は議会事務局の長（以下「部長等」という。）の職務
２　高度の知識及び経験に基づき、困難な業務を所掌する支所長の職務
３　高度の知識及び経験に基づき、困難な業務を所掌する課長等の職務

高度の知識及び経験に基づき、困難な業務を所掌する部長等の職務

253,100 同じ

国民健康保険診療所特別会計
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　エ　昇給

合計

6

5

0

0

1

4

83.3

6

5

0

0

1

4

83.3

　オ　特殊勤務手当

給料総額に対する比率 （％）

支給対象職員の比率
（令和７年１月１日現在）

支給対象職員１人当たり平均支給月額 (円)

代表的な特殊勤務手当の名称

号給数内訳

号給数内訳

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

1 2

100.0 100.0 66.7

　区　　　分 一般行政職 医療職（１） 医療職（２）

区　　　分 一般行政職 医療職（１） 医療職（２）

職員数（A）（人）

昇給に係る職員数（B）（人）

比率（B）/（A）（％）

1

1

職員数（A）（人）

昇給に係る職員数（B）（人）

比率（B）/（A）（％）

1 2 2

本
年
度

1 2 3

1

前
年
度

1 2 3

1 2 2

100.0 100.0 66.7

1

1 2

（％）

―

―

―

―

国民健康保険診療所特別会計
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　カ　期末手当・勤勉手当

　キ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）その他の手当

国
の
制
度

期末手当
1.250 1.250 2.500 有

[ 0.700 ] [ 0.700 ] [ 1.400 ] [ 有 ]

勤勉手当
1.050 1.050 2.100 有

[ 0.500 ] [ 0.500 ] [ 1.000 ] [ 有 ]

計
[ 1.200 ] [ 1.200 ] [ 2.400 ]

区　分
支給期別支給率

2.300 2.300 4.600

支給率計
(月分)

職制上の段階、
職務の級等による

加算措置
備考

６月(月分) 12月(月分)

本
年
度

期末手当
1.250 1.250 2.500

勤勉手当
1.050 1.050 2.100

計
2.300 2.300 4.600

有

[ 0.5125 ] [ 0.5125 ] [ 1.025 ] [ 有 ]

有

[ 0.6875 ] [ 0.6875 ] [ 1.375 ] [ 有 ]

2.450 有

[ 1.200 ] [ 1.200 ] [ 2.400 ]

[ 0.675 ] [ 0.675 ] [ 1.350 ] [ 有 ]

[ 1.175 ] [ 1.175 ] [ 2.350 ]

前
年
度 [ 0.500 ] [ 0.500 ] [ 1.000 ] [ 有 ]

計
2.250 2.250 4.500

勤勉手当
1.025 1.025 2.050 有

期末手当
1.225 1.225

備考

支給率等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

通勤手当 同　じ な　し

区　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　じ な　し

住居手当 同　じ な　し

※[　　]内は、再任用職員の支給率

区　分
20年勤続
の者(月分)

25年勤続
の者(月分)

35年勤続
の者(月分)

最高限度
(月分)

国の制度
(支給率等) 同じ 同じ 同じ 同じ

国民健康保険診療所特別会計
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（単位：千円）

当該年度中増減見込額

　区　　分 前々年度末 前 年 度 末 当該年度中

現 在 高 現在高見込額 起債見込額

1 過疎対策事業債 0 162,500 0 0 162,500

合　　計 0 162,500 0 0 162,500

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当 該 年 度 中 当 該 年 度 末

元金償還見込額 現在高見込額
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